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以 上 

 

本メルマガは山下税理士に日常業務の中から「間違いやすい・見落としがちな」税務のチェックポイントをＱ&Ａ形式で

ご寄稿頂いたものになります。ぜひご参考になさってください。 

『質問』 

過年度のソフトウエアの取得費の費用計上 

≪内容≫ 

関与先のA社の決算に当たり、固定資産の現物確認を行ったところ、前期に新たに導入した在庫管理

システムのソフトウエアの制作費用500万円が、前期のシステム開発費として費用処理されていること

が判明しました。 

このソフトウエアは、A社の技術専門担当者が制作したもので、法人税上では、前期の課税所得が500

万円過少になっていますので、修正申告をすべきものと思われます。 

この場合、過年度遡及会計基準を適用すれば、当期において前期に発生した誤謬の訂正を行いますか

ら、当期のシステム開発費を修正するなどすればよく、前期の修正申告は要しないことになるという話

を聞きましたがどのように処理すべきでしょうか教えてください。 

 

『答』 

  法人税には過年度の誤謬の訂正につき過年度遡及会計基準のような考え方や処理方法はなく、事業年度ごと

に独立して課税所得を計算し、課税関係を完結させますから、前期は課税所得が過少になっており、前期の修

正申告が必要です。なお、前期の法人税の修正申告に当たり、ソフトウエアはいわば簿外となっていますが、

減価償却費の損金算入は認められるものと考えます。 

 

（解説） 

１ ご質問にあるような、過年度遡及会計基準による過年度の財務諸表における誤謬の訂正は、あくま

でも会計上の考え方、処理方法であって、法人税にそのまま適用されるわけではありません。 

法人税では、事業年度独立の原則に従い、事業年度ごとに独立して課税所得を計算し、課税関係を

完結させるのが原則です。本来、当該事業年度で適正に処理すべきであった損益を、その後の事業年

度で前期損益修正等として計上するようなことはできません。 

２ そうしますと、前期は本来ソフトウエアの取得価額に算入すべき金額が費用計上され、課税所得が

500万円過少になっていますので、前期の修正申告をする必要があります。 
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その修正申告は、過年度遡及会計基準を適用するか否かに関係なく、通常の修正申告と同じ方法で

行います。 

３ なお、法人税法第31条第1項及び法人税法施行令第58条の規定により、簿外資産であっても「償却

費として損金経理をした金額があるもの」は、減価償却ができます。そこで、ご質問のケースのよう

に、本来ソフトウエアとして資産計上すべきところ「システム開発費」として費用計上した金額が、

「償却費として損金経理をした金額」とみられるかどうかということですが、ソフトウエアにあって

は、その取得価額に算入すべき金額を研究開発費として損金経理をした金額は「償却費として損金経

理をした金額」に含まれることに取り扱われます（法基通7－5－1(7)）。 

４ ご質問の場合、「システム開発費」として費用計上したことが、研究開発費として損金経理をした

ことになるのかについては、必ずしも「研究開発費」科目で経理されていなくても、この「システム

開発費」がソフトウエアの研究開発費を処理する勘定科目であれば、「償却費として損金経理をした」

とみてよいものと考えられます。 
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作権法に触れる行為となります。また、メールマガジンにより専門的アドバイスまたはサービスを提供す

るものではありません。貴社の事業に影響を及ぼす可能性のある一切の決定または行為を行う前に必ず資

格のある専門家のアドバイスを受ける必要があります。メールマガジンに依拠することによりメールマガ

ジンをお読み頂いている方々が被った損失について一切責任を負わないものとします。 


